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第33回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2014年4月1日から2015年3月31日まで）

株式会社キョウデン

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款

の定めに基づき、当社ウェブサイト（http://www.kyoden.co.jp）に掲載

することにより、株主の皆様に提供しております。

表紙
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　8社

・主要な連結子会社の名称　　　　昭和ＫＤＥ株式会社

株式会社キョウデン大阪

株式会社キョウデン東北

KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.

KYODEN HONG KONG LTD.

②　非連結子会社の名称等

・主要な非連結子会社の名称　　　GREEN POWER CIRCUIT CORPORATION

・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社GREEN POWER CIRCUIT CORPORATION及びそ

の他の非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結

計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用の非連結子会社数　2社

主要な会社名

GREEN POWER CIRCUIT CORPORATION

②　持分法適用の関連会社数  1社

主要な会社名

福建嘉和玻璃繊維材料有限公司

③　持分法を適用していない非連結子会社東莞光路電子有限公司は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。
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(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.の他計3社の決算日は、12月31日でありま

す。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただ

し、1月1日から連結決算日である3月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　　主として移動平均法による原価法

ロ　デリバティブ　　　　　　　　時価法

ハ　たな卸資産

製品・仕掛品　　　　　　　　主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

原材料　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

（リース資産を除く）

建物　　　　　　　　　　　　主として定額法を採用しております。

その他　　　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　8～47年

機械装置及び運搬具　6～13年

ロ　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用してお

ります。
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ハ　リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とした定額法

を採用しております。残存価額については、リース契

約上で残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額

とし、それ以外については零としております。

③　重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

ロ　賞与引当金　　　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に充

てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額

を計上しております。

ハ　役員退職慰労引当金　　　　　当社及び連結子会社1社は、役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額

を計上しております。

なお、当社は、平成18年6月29日開催の定時株主総会の

日、また、連結子会社1社は、平成23年6月23日開催の

定時株主総会の日をもって取締役の役員退職慰労金制

度を廃止し、それまでの在任期間に対応する金額は対

象役員の退任後の支払確定後に支払うこととしました。

このため、取締役の役員退職慰労引当金については、

制度廃止以降の繰入れはなく、対象役員の退任後の支

払確定時に取り崩すこととしております。

ニ　休廃止鉱山特別対策引当金　　連結子会社1社は、休廃止鉱山の集積場に係る地震対策

の支出に備えるため、発生見込額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法

イ　退職給付に係る負債の計上基準

　　当社及び主要な連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

　おける退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

ロ　退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

　させる方法については、給付算定式基準によっております。
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ハ　数理計算上の差異の費用処理方法

　　数理計算上の差異は、発生の翌連結会計年度に一括費用処理しております。

ニ　簡便法を適用した退職給付債務の計算方法

　　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

　る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、損益項目はそれぞれの

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約については、為替変動リスクのヘッジ

について振当処理の要件を満たしている場合には、振

当処理を採用しております。また、金利スワップにつ

いては、金利スワップの特例処理の要件を満たしてい

る場合には、金利スワップの特例処理を採用しており

ます。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　米ドル建債権及び予定取引の為替変動リスクに対して

為替予約を利用することとしております。また、借入

金の金利変動リスクに対して金利スワップを利用する

こととしております。

ハ　ヘッジ方針　　　　　　　　　米ドル建債権の為替変動リスクに対して実需の範囲内

で為替予約を利用することとしております。また、借

入金の金利変動リスクに対して借入元本の範囲内で金

利スワップを利用することとしております。

ニ　ヘッジの有効性評価の方法　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又

は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、

特例処理によっている金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、5年間の定額法により償却を行っております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

ロ　連結納税制度の適用　　　　　連結納税制度を適用しております。

－ 4 －
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２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第25号　平成27年3月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計

基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年

度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均

残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を

反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱

いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変

更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が62百万円増加し、利益剰余金

が40百万円減少しております。また、当連結会計年度の連結損益計算書に与える影響は軽

微であります。

３．追加情報

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第2号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以

後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これ

に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.1％か

ら平成27年4月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については

32.5％に、平成28年4月1日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に

ついては、31.8％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額)が60百

万円、繰延ヘッジ損益が0百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が63百万円、その他有

価証券評価差額金が3百万円、それぞれ増加しております。

　また、欠損金の繰越控除制度が平成27年4月1日以後に開始する連結会計年度から繰越控

除前の所得の金額の100分の65相当額に、平成29年4月1日以後に開始する連結会計年度から

繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除限度額が改正されたことに伴い、繰延税

金資産の金額は71百万円減少し、法人税等調整額は71百万円増加しております。

－ 5 －
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 437百万円

機械装置及び運搬具 280百万円

土地 612百万円

有形固定資産「その他」 26百万円

計 1,357百万円

対応する債務

短期借入金 822百万円

一年内返済予定の長期借入金 361百万円

長期借入金 485百万円

計 1,670百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 24,579百万円

(3) 受取手形裏書譲渡高 49百万円

－ 6 －
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５．連結損益計算書に関する注記

(1)減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。

場所 用途 種類

東京都 事業用資産
建物及び構築物

有形固定資産「その他」

大阪府 遊休資産 土地

　当社グループは、電子事業においては、主に事業会社ごとを1つの単位として資産のグル

ーピングをしております。また、工業材料事業においては、管理会計上の区分を単位として

資産のグルーピングをしております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産及び

賃貸用不動産については、個別の資産グループとして取り扱っております。

　当連結会計年度において、電子事業を行っている当社及び工業材料事業を行っている連結

子会社1社の事業用資産について、事業所を移転することが決定したため、また、電子事業

を行っている連結子会社1社の遊休資産については売却が決定したため、減損損失を認識し

ております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却が見込

めない資産については零として評価しております。

（減損損失の金額）

　建物及び構築物　　　　　　　　　36百万円

　土地　　　　　　　　　　　　　　22百万円

　有形固定資産「その他」　　　　　 1百万円

　　合計　　　　　　　　　　　　　60百万円

(2)休廃止鉱山特別対策引当金繰入額

　連結子会社1社において、発生することが見込まれる旧大久喜鉱山大久喜鉱さいたい積場

の地震対策の支出に備えるものであります。

－ 7 －
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 52,279千株 －千株 －千株 52,279千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 3,592千株 0千株 －千株 3,592千株

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

（決議） 株式の種類
配当金
の総額

（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年5月15日
取締役会

普通株式 146 3 平成26年3月31日 平成26年6月11日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

（決議） 株式の種類
配当金
の総額

（百万円）

配当金
の原資

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年5月15日
取締役会

普通株式 146
利益
剰余金

3
平成27年
3月31日

平成27年
6月10日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

－ 8 －
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７．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。デリバティブは後述するリスクを回避するために利

用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されてお

りますが、一部を為替予約によりヘッジしております。

有価証券及び投資有価証券は、主として譲渡性預金の短期的な余資運用及び株式であり

ます。

長期貸付金は、関連会社貸付と従業員貸付であります。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。

社債及び借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり

ます。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的と

したものであります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目

的とした先物為替予約取引、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ

を目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の連結計算書類作成

のための基本となる重要な事項「(4) 会計処理基準に関する事項 ⑥ 重要なヘッジ会計の

方法」をご参照下さい。

－ 9 －
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③　金融商品に係るリスク管理体制

イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権に係る顧客の信用リスクについて、売上債権管理規程に沿ってリス

ク低減を図っております。連結子会社についても、当社の売上債権管理規程に準じて、

同様の管理を行っております。

デリバティブ取引については、信用度の高い金融機関のみを取引相手としており、契

約不履行に陥る信用リスクは殆ど無いものと判断しております。

ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動

リスクに対して、一部を為替予約によりヘッジしております。また、当社グループは、

一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固

定化を実施しております。なお、デリバティブは実需の範囲で行うこととしております。

有価証券及び投資有価証券のうち短期的な余資運用については、譲渡性預金等満期が3

ヶ月以内の短期投資に限定することでリスク低減を図っております。上場株式の市場価

格変動リスクについては四半期ごとに時価の把握を行っております。

デリバティブ取引の執行・管理については、原則として連結会社各社の定めた社内ル

ールに従い、当社管理本部の監督に基づいて、資金担当部門が決済担当者の承認を得て

行っております。

ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、資金調達にかかる流動性リスクについて、月次で資金繰り計画を作成する等

の方法により管理しております。連結子会社についても同様の管理を行っております。

④　金融商品の時価等に関する補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引

に係る市場リスクを示すものではありません。

－ 10 －
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（2）金融商品の時価等に関する事項

平成27年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

また、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注)2．

参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 現金及び預金 　8,914 　8,914 　－

(2) 受取手形及び売掛金 　11,800 　11,800 　－

(3) 有価証券及び投資有価証券 726 726 －

(4) 長期貸付金 180

 貸倒引当金(*1) △180

0 0 －

資産計 　21,442 　21,442 －

(1) 支払手形及び買掛金 　5,000 　5,000 　－

(2) 短期借入金 　7,137 　7,137 　－

(3) 未払法人税等 　155 　155 　－

(4) 社債 　2,190 　2,174 　△15

(5) 長期借入金 　8,794 　8,813 　18

(6) リース債務 3,079 3,086 6

負債計 　26,358 26,367 　9

デリバティブ取引(*2)

ヘッジ会計が適用されて
いるもの

　(8) 　(8) 　－

デリバティブ取引合計 　(8) 　(8) 　－

(*1)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については（ ）で示しております。

－ 11 －
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(注)1．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金

これらの時価は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを期間

及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

また、貸倒懸念債権については、担保、保証及び債権者の財務内容に基づく回収

見込額等により、時価を算定しております。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(4) 社債、(5) 長期借入金、（6）リース債務

社債、長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の

新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対

象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算

定する方法によっております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載し

ております。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　関係会社株式 　155

　非上場株式 　78

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

－ 12 －
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3．社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の償還又は返済予定額は以下のと
おりであります。

1年以内
（百万円）

1年超2年以内
（百万円）

2年超3年以内
（百万円）

3年超4年以内
（百万円）

4年超5年以内
（百万円）

5年超
（百万円）

社債 750 630 510 230 70 －

長期
借入金

2,909 2,340 1,702 1,659 182 －

リース
債務

827 800 736 413 200 101

８．1株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 223円97銭

(2) 1株当たり当期純利益 4円68銭

－ 13 －
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９．重要な後発事象に関する注記

株式取得による企業結合

　当社は、平成27年5月7日開催の取締役会において、東芝テック株式会社の100％子会社

である株式会社テックプレシジョンが平成27年7月1日に会社分割（新設分割）により、

実装組立・プレス・成形等の事業を承継し設立予定である株式会社キョウデンプレシジ

ョン（仮称）（以下「対象会社」という）の全株式を取得し、当社の子会社とすること

を目的とする株式譲渡契約を締結することを決議いたしました。

1．企業結合の概要

（1）企業結合を行う主な理由

　当社グループは電子事業を核として、TSP（トータル・ソリューション・プロバイダ

ー：回路開発・設計から基板製造、実装組立事業までの一貫支援体制）を事業として展

開し、事業領域の拡大を経営戦略の主要な柱としております。

　対象会社は、当社が持ち合わせていないプレス・成形・加工等の機能が有機的に実

装・組立部門と連携しており、かつノウハウの共有や顧客基盤の相互活用を通じて企業

価値を高めることが期待できるものと判断いたしました。

（2）企業結合日

平成27年7月1日（予定）

（3）企業結合の法的形式

株式取得

（4）結合後企業の名称

株式会社キョウデンプレシジョン（仮称）

（5）取得する議決権比率

100％

（6）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得するためであります。

2．被取得企業の取得原価　　　　600百万円
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　製品・仕掛品　　　　　　　　主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

②　原材料　　　　　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

③　貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　15～31年

機械及び装置　　　　6～7年

②　無形固定資産　　　　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

③　リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とした定額法を採

用しております。

(5) 繰延資産の処理方法

社債発行費　　　　　　　　　 支出時に全額費用処理しております。

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

－ 15 －
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(7) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

また、数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括費

用処理しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当

事業年度末要支給額を計上しております。

なお、当社は、平成18年6月29日開催の定時株主総会の日

をもって取締役については役員退職慰労金制度を廃止し、

それまでの在任期間に対応する金額は対象役員の退任後

の支払確定後に支払うこととしました。このため、取締

役の役員退職慰労引当金については、制度廃止以降の繰

入れはなく、対象役員の退任後の支払確定時に取り崩す

こととしております。

(8) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについては、金利スワップの特例処

理の要件を満たしている場合には、金利スワップの特例

処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　借入金の金利変動リスクに対して借入元本の範囲内で金

利スワップを利用することとしております。

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　借入金の金利変動リスクに対して借入元本の範囲内で金

利スワップを利用することとしております。

④　ヘッジの有効性評価の方法　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変

動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、

ヘッジの有効性を評価しております。ただし、特例処理

の要件を満たしている金利スワップについては、有効性

の評価を省略しております。

－ 16 －

個別注記表



2015/06/13 16:35:50 / 14065384_株式会社キョウデン_招集通知

(9) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理

　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類における会計

　処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

③　連結納税制度の適用　　　　　連結納税制度を適用しております。

２．会計方針の変更

  (退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号

　平成27年3月26日）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率

の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が62百万円増加し、利益剰余金が40百万円減少

しております。また、当事業年度の損益計算書に与える影響は軽微であります。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建物 300百万円

土地 354百万円

関係会社株式 3,025百万円

計 3,679百万円

担保に係る債務

短期借入金 850百万円

一年内返済予定の長期借入金 1,219百万円

長期借入金 1,925百万円

計 3,995百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,748百万円

(3) 保証債務

関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

KYODEN(THAILAND)CO.,LTD. 4,214百万円

KYODEN HONG KONG LTD. 67百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 1,594百万円

②　短期金銭債務 1,602百万円

－ 18 －

個別注記表



2015/06/13 16:35:50 / 14065384_株式会社キョウデン_招集通知

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①営業取引による取引高

　売上高 431百万円

　仕入高 10,157百万円

    ② 営業取引以外の取引高 156百万円

(2) 減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

東京都 事業用資産
建物及び構築物

工具、器具及び備品

　当社は、プリント配線基板の製造・販売を主たる事業としており、受注から設計、基板製

造及び部品実装まで一貫して製造しております。そのため、プリント配線基板事業に係る資

産を1つの資産グループ単位として資産のグルーピングをしております。ただし、将来の使用

が見込まれていない遊休資産及び賃貸用不動産については、個別の資産グループとして取り

扱っております。

　当事業年度において、事業用資産について、事業所を移転することが決定したため、減損

損失を認識しております。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却が見込

めない資産については零として評価しております。

（減損損失の金額）

　建物及び構築物　　　　　　　　　20百万円

　工具、器具及び備品　　　　　　　 1百万円

　合計　　　　　　　　　　　　　　21百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 3,592千株 0千株 －千株 3,592千株

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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６．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

①　流　動

繰延税金資産

 賞与引当金 70百万円

 たな卸資産 47百万円

 その他 37百万円

繰延税金資産合計 155百万円

②　固　定

繰延税金資産

 退職給付引当金 269百万円

 役員退職慰労引当金 4百万円

 投資有価証券評価損 92百万円

 土地 68百万円

 関係会社株式評価損 756百万円

 繰越欠損金 422百万円

 減価償却超過額

 貸倒引当金

276百万円

64百万円

 その他 23百万円

繰延税金資産小計 1,978百万円

評価性引当額 △1,562百万円

繰延税金資産合計 416百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 10百万円

 土地 16百万円

繰延税金負債合計 26百万円

繰延税金資産の純額 389百万円
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　(2) 法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第2号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月1日以後

に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.1％から平成27

年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等については32.5％に、平成28年

4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については、31.8％となりま

す。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額)が64百

万円、繰延ヘッジ損益が0百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が65百万円、その他有

価証券評価差額金が1百万円、それぞれ増加しております。

　また、欠損金の繰越控除制度が平成27年4月1日以後に開始する事業年度から繰越控除前の

所得の金額の100分の65相当額に、平成29年4月1日以後に開始する事業年度から繰越控除前

の所得の金額の100分の50相当額に控除限度額が改正されたことに伴い、繰延税金資産の金

額は66百万円減少し、法人税等調整額は66百万円増加しております。

７．関連当事者との取引に関する注記

　(1) 子会社等

種 類 会社等の名称

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

(百万円)

( 注 1 )

科 目

期末残高

(百万円)

( 注 1 )
役員の

兼任等

事業上

の関係

子会社

KYODEN

(THAILAND)

CO.,LTD.

間接100％
役員

1名

製品の

製造販売

債務保証

（注2（2））
4,214 － －

資金の回収

（注2（1））
367 短期貸付金 1,258

利息の受取

（注2（1））
48

流動資産

（その他）
1

子会社
㈱キョウデン東

北
直接100％

役員

3名

製品の

製造

外注加工等

（注2（3））
4,792 買掛金 739

子会社
㈱キョウデン大

阪
直接100％

役員

3名

製品の

製造

外注加工等

（注2（3））
3,829 買掛金 621

子会社 昭和ＫＤＥ㈱ 直接100％
役員

3名
なし 配当の受取 100 － －

（注）1．上記金額の取引金額には、消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。
2．取引条件及び取引条件の決定方針等
 （1）資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を決定しております。
 （2）金融機関からの借入等に対する債務保証をしております。なお、保証料はゼロであります。
 （3）市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、交渉の上取引条件を決定しております。
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　(2) 役員及び個人主要株主等

種 類
会社等の名称

又 は 氏 名

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

(百万円)

(注1、4)

科 目

期末残高

(百万円)

(注1、4)
役員の

兼任等

事業上

の関係

主 要 株

主 及 び

そ の 近

親 者 が

議 決 権

の 過 半

数 を 所

有 し て

い る 会

社

（ 当 該

会 社 の

子 会 社

含む）

㈱キョウデン

エリアネット

     （注2）

－ なし
不動産

の賃借

事務所等の

賃借料の支払

（注3（1））

31 前払費用 0

大江戸温泉ホ

ールディング

ス㈱

   （注2、4）

－ なし
社員の

出向

出向料の受領

（注3（2））
15 － －

㈱レオマユニ

ティー

   （注2、4）

－ なし
商品の

販売

商品の販売

（注3（3））
13 売掛金 14

㈲ティ・アイ・

エス

     （注2）

－ なし
保険料

の支払

損害保険取引

（注3（4））
15 － －

（注）1．上記金額の取引金額には、消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。
　　　2．当社主要株主橋本浩氏およびその近親者が100％間接所有しております。

3．取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）事務所等の賃借料の支払については、市場価格を参考に決定しております。
（2）出向者の受入については、出向に関する契約書に基づき、出向料の受領をしております。
（3）市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、交渉の上取引条件を決定しております。
（4）損害保険代理店業は、土地・建物等について損害保険契約の代行業務を行っており、保険料率その他付保

条件については一般契約者と同様の条件によっております。
4．大江戸温泉ホールディングス㈱及び㈱レオマユニティーは、平成27年3月に関連当事者に該当しなくなったため、

取引金額は関連当事者であった期間の取引を、期末残高は関連当事者でなくなった時点の残高を記載しておりま
す。

８．1株当たり情報に関する注記

(1) 1株当たり純資産額 241円01銭

(2) 1株当たり当期純利益 5円15銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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